
【成果目標】 【基礎情報】 【第5期計画策定の基本方針と検討課題】

（Ｈ28）（累計）

基準値の9％移行

（Ｈ28）

基準値より2％削減

基準値の1.5倍

2割以上増加

3か所（R2年度事業所数）

全体の5割以上

【活動指標：障害福祉サービス等】 【活動指標：地域生活支援事業】
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療養介護 　　在宅療養等支援用具
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短期入所 　　排泄管理支援用具

　　住宅生活動作補助用具

自立生活援助 移動支援事業
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施設入所支援 日中一時支援
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　 児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等
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保育所等
［人分/月］

居宅訪問型
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障害児相談支援

医療的ケア児に対する関係分野の支援を

調整するｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置　 ［人］

【当該年度の評価】 【次年度に向けての改善点】 【協議会等意見】評　価
［Check］

↓
改　善
［Act］

【障害福祉サービス等】
　計画に対する計画比が100％以下のサービスは、重度訪問介護を除く訪問系サービス、居住系サービスの「共
同生活援助」、障害児相談支援等である。前期の実績の推移から算出した計画より利用希望者が少なかったこと
や、障がいの特性による受入れ態勢が確保されていないこと等に起因すると思われる。また、障害児相談支援に
ついては、セルフプラン利用者が未だ63人いる。同行援護など、サービスによっては計画比は低いが需要を満た
しているサービスもある。
　計画に対する計画比が100％以上のサービスは、訪問系サービスの「重度訪問介護」、日中活動系サービスの
「就労移行支援」「就労継続支援」、障害児通所系サービスである。就労系サービスについては、他部署等との
連携で社会参加促進の観点から利用者数が増加傾向にある。障害児通所系サービスについては、受け入れ態勢の
充実、連携体制の強化が図られたことで需要の掘り起こしに繋がったことが主な要因と考えられる。
【地域生活支援事業】
　手話言語条例が平成30年4月に施行され、社協等から理解促進に関する多くの研修依頼があった。また、その
他の事業についても、おおむね計画どおりに推移しており、基幹相談支援センターが開設されたことにより、相
談支援体制の強化、関係機関との連携が図られた。

【障害福祉サービス等】
　いずれのサービスも前年比増の見込み設定をしていることから、計画比の向上は見込めないサービスがある
が、サービス等利用計画における支給予定量と事業所の受け入れ態勢を鑑みて、必要なサービス量の確保に努
める。
　計画相談支援等の不足が懸念されていたところであるが、平成30年度・平成31年度に計画相談支援、障害児
相談支援事業所が開設された。事業所の不足が解消され相談支援体制が整備されつつあるが、サービス利用は
年々増加しているため、さらなる体制強化に努める。
【地域生活支援事業】
　引き続き、各事業を継続して実施するとともに、障がい者に対する理解促進のための研修・啓発を行ってい
く。また、基幹相談支援センターを中心として関係機関と連携を図るよう努める。
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1.6% 0.0% 3.2% 4.8%

地域生活への移行 3.2% 4.8% 6.5% 9.7%
0.0%

6人
0.0%

59人

福祉施設の入所者の 62人 2人 3人
150.0%

4人

施設入所者数

手帳所持者数（b） 2,554
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　　　　　　　　　　　第5期赤穂市障がい福祉計画　進捗管理（PDCA）シート 国保連等の実績値による（4月～3月利用分） 資料１
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基準値 平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末 【基本方針】
（１）訪問系サービスの保障
（２）希望する障がいのある人への日中活動系サービスの保障
（３）グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点の整備
（４）福祉施設から一般就労への移行等の推進
（５）相談支援体制の充実
（６）障がいのある子どもを支援する体制の確保
【検討課題】
（１）地域生活支援拠点の構築
（２）地域資源の連携
（３）必要なサービス、受け入れ態勢の確保
（４）障がいのある高齢者への支援
（５）障害者就労施設への受注機会の拡大
（６）障がいのある人への理解促進

見込設定 計画 実績 計画比 計画 47,612

福祉施設の入所者の地域生活への移行


